
どの 布佐地区で頻繁に発生する浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

布佐地区では、放流先である手賀川水位の影響により、内水が円滑に排除されず、一部の低地部において、 境界確定測量(1)（H29.6～H30.3）
長年に渡り常襲的な浸水被害が発生している。Ｈ２６年度に布佐ポンプ場が完成したことから、雨水排水を 水道移設実施設計（H29.6～H30.3）
布佐ポンプ場まで円滑に排水するため、雨水幹線を整備する。 当該年度 関係機関協議（県・支障物管理者）（通年）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

境界確定測量(1)の完了 想定値 1当該年度
単位 式

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 境界確定測量(1)を行う。 直接 境界確定測量(1)の進捗 % 0 100

   ３年後 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水幹線工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長） % 0 25

   最終(概ね５年後) 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水幹線工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長） % 0 45

布佐排水区は、布佐ポンプ場は完成したが、幹線を整備しなければ水害対策が完了したことにならないことから幹線を早期に整
(7)事業実施上の課題と対応 備するが必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 実施設計（１） 20,600 ＊ 境界確定測量（１） 3,000 ＊ 実施設計（３）（補助対象） 35,800 ＊ 実施設計（４）（補助対象） 16,600
＊ 雨水幹線基本設計（繰越） 27,562 ＊ 水道移設実施設計 2,000 ＊ 雨水幹線工事（１）（補助対象） 120,000 ＊ 雨水幹線工事（２）（補助対象） 120,000

＊ ガス協議（高圧） ＊ 付帯工事（１） 12,000 ＊ 付帯工事（２） 12,000
＊ 支障物移設工事（１・２） 10,000 ＊ 家屋事前調査（２） 4,000
＊ 支障物移転補償（１・２） 6,000 ＊ 家屋事後調査（１） 4,000
＊ 家屋事前調査（１） 4,000 ＊ 家屋補償算定（１） 4,000
＊ 設計単価特別調査 1,000 ＊ 家屋補償（１） 1,300

実施内容 ＊ 住民説明会 ＊ 境界確定測量（２） 3,000
＊ ガス協議（高圧） ＊ 設計単価特別調査 1,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ 住民説明会

＊ ガス協議（高圧）

予算(済)額 合　　計 48,162 合　　計 5,000 合　　計 188,800 合　　計 165,900
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 77,900 補助率 50 ％ 68,300
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 20,500 充当率 0 ％ 0 充当率 100 ％ 77,700 充当率 100 ％ 68,100

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 27,662 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 5,000 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 33,200 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 29,500
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 55,202 12,040 195,840 172,940
(11)単位費用

55,202千円／件 12,040千円／式
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　布佐地区は、地盤高が放流先の手賀川灌漑期水位より低いことや雨水幹線の排水能力不足により水害が発生していた。 ○①事前確認での想定どおり
平成２６年度末に布佐ポンプ場が完成し手賀川水位の影響がなくなったが、上流域では、未だ水害が発生している。原因 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ としては、雨水幹線の能力不足によるため、雨水を早く布佐ポンプ場に集めることが、水害対策となることから今後は、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 雨水幹線の整備が必要不可欠となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,040 43,162
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

78.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 8.31

% 100万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 746 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 布佐排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成４０年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,040 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 2,230,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池な



雨水排水施設や、調整池などの 柴崎地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

現在の柴崎排水区の内水排除対策は、堤外に排水する暫定ポンプや暫定調整池で対応しているが、下流部は 水路改修工事（5/5）（9月～3月）
、高台に囲まれた地形であり、北新田堤外排水路、後田樋管や市街地の幹線排水路の排水能力不足に起因し 排水路改修工事（11月～3月）
、浸水被害が常襲的に頻発にしている。抜本的な内水排除対策は、最下流となる北新田堤外排水路改修、後 当該年度
田樋管築造や幹線整備としている。このことから、最下流になる北新田堤外排水路改修を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

水路改修工事の完了 想定値 28当該年度
単位 m

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 北新田堤外排水路改修工事を完了させる 直接 排水路工事の進捗率（施工済延長/施工予定延長810m） ％ 96 100

   ３年後 事業実施により柴崎排水区最下流部の整備の完了 直接 排水路工事の進捗率（施工済延長/施工予定延長810m） ％ 96 100

   最終(概ね５年後) 事業実施により柴崎排水区最下流部の整備の完了 直接 排水路工事の進捗率（施工済延長/施工予定延長810m） ％ 96 100

堤・樋管改修や北新田堤外排水路改修は、国河川事業と一体となった事業展開が必要であり、多種多様な関係機関（国・県・改
(7)事業実施上の課題と対応 良区等）との協議が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 水路改修工事（４／５） 91,000 ＊ 水路改修工事（５／５）（補助対象） 33,400
＊ 付帯工事 18,200 ＊ 付帯工事 6,700
＊ 設計単価特別調査 800 ＊ 排水路改修工事 3,000

＊ 設計単価特別調査 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 110,000 合　　計 43,600 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 30,000 補助率 50 ％ 16,700 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 60,900 充当率 100 ％ 16,600 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 19,100 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 10,300 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.65 0 0
正職員人件費 6,600 5,720 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 116,600 49,320 0 0
(11)単位費用

1,240.43千円／m 1,761.43千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在の柴崎排水区の内水排除対策は、堤外に排水する暫定ポンプや暫定調整池で対応しているが、下流部は、高台に囲ま ○①事前確認での想定どおり
れた地形であり、北新田堤外排水路、後田樋管や市街地の幹線排水路の排水能力不足に起因し、浸水被害が常襲的に頻発 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ にしている。抜本的な内水排除対策は、最下流となる北新田堤外排水路改修、後田樋管築造や幹線整備としている。この ○要
   背景は？(事業の必要性) ことから、最下流になる北新田堤外排水路改修を行う。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
96 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 49,320 67,280
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

国庫補助の活用

57.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 8.11

％ 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 747 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 柴崎排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 北新田堤外排水路の改修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成２９年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 49,320 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 680,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水路施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの



設や、調整池などの 若松地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

若松地区は、地盤が低く手賀沼との水位差が少ないため、内水が円滑に排除されず、頻繁に浸水被害が発生 H29.4～H29.7：水道管実施設計
している。浸水被害対策は、５箇所の樋管の築造に合わせ、低段地区は、ポンプ・自然排水併用としている H29.4～H29.7：特別調査
ことから、４箇所のポンプ場を改修し、高段地区は、自然排水としていることから、手賀沼に直接排水する 当該年度 H29.5～H29.8：家屋事前調査<3-2工区>
専用の雨水管（バイパス管）を布設する。 執行計画 H29.6～H29.8：道路側溝設置

(3)事業内容 内　　容 H29.6～H29.8：雨水管撤去
H29.8～H29.10：道路本復旧（第1,2排水区）
雨水管布設工事の施工延長 想定値 183当該年度

単位 m
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 14 27

   ３年後 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 14 85

   最終(概ね５年後) 事業を完了することで、若松地区の浸水被害を軽減させる。 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 14 100

雨水管布設工事は住宅地内での施工であり、同一地区内で複数工区の施工となることから工事による影響が大きいと危惧される
(7)事業実施上の課題と対応 。このことから若松の住民や水害対策委員会との綿密な調整が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ バイパス管工事(1-2,2,3-1(1)工区)(交 155,000 ＊ バイパス管工事(3-2)工区)(補助対象) 124,000 ＊ バイパス管工事(3-3,4-1(1))(補助対象) 68,400 ＊ バイパス管工事(4-1(2),4-3工区)(補助 87,000
＊ 付帯工事 15,600 ＊ 付帯工事 9,200 ＊ 付帯工事 11,000 ＊ 付帯工事 12,000
＊ 道路復旧工事(5工区) 5,500 ＊ 道路復旧工事(1,2工区) 6,700 ＊ 道路復旧工事(3-1(2),3-2工区) 12,200 ＊ 道路復旧工事(3-3) 7,000
＊ 支障物件移設補償費（東電） 500 ＊ 支障物移設工事（水道） 10,000 ＊ 支障物移設工事（水道・汚水） 49,300 ＊ 道路側溝設置工事(3-3工区) 16,200
＊ 家屋事前調査(1-2,2,3-1(1)工区) 4,400 ＊ 支障物件移設補償費（NTT） 5,000 ＊ 支障物件移設補償費（ガス・東電） 9,600 ＊ 支障物移設工事（水道・汚水） 23,000
＊ 設計単価特別調査 500 ＊ 家屋事前調査(3-2工区) 8,500 ＊ 家屋事前調査(3-3,4-1(1),4-1(2)工区) 14,200 ＊ 支障物移設補償費（ガス・東電・NTT） 10,000
＊ 雨水管工事(1-1工区)(繰越) 56,000 ＊ 家屋事後調査(1,2,3-1(1)工区) 6,100 ＊ 家屋事後調査(3-1(2),3-2工区) 15,600 ＊ 家屋事前調査(4-3工区) 5,600

実施内容 ＊ 付帯工事(繰越) 5,000 ＊ 家屋補償費算定(1,2,3-1(1)工区) 4,200 ＊ 家屋補償費算定(3-1(2),3-2工区) 5,200 ＊ 家屋事後調査(3-3,4-1(1)工区) 8,400
＊ 支障物移設工事(汚水・水道)(繰越) 5,600 ＊ 家屋補償費(1,2,3-1(1)工区) 5,000 ＊ 家屋補償費(3-1(2),3-2工区) 6,500 ＊ 家屋補償費算定(3-3,4-1(1)工区) 2,800

(8)施行事項
費　　用 ＊ 支障物件移設補償(東電・ガス)(繰越) 3,500 ＊ 設計単価特別調査 2,000 ＊ 設計単価特別調査 2,000 ＊ 家屋補償費(3-3,4-1(1)工区) 3,500

＊ 家屋事前調査(繰越) 1,800 ＊ 水道管移設実施設計(4工区) 4,000 ＊ 既設管撤去工事 5,000 ＊ 設計単価特別調査 2,000
＊ 道路側溝設置工事(2工区) 5,600
＊ 雨水管撤去工事(1,2工区) 5,000

予算(済)額 合　　計 253,400 合　　計 195,300 合　　計 199,000 合　　計 177,500
国庫支出金 補助率 50 ％ 38,300 補助率 50 ％ 62,000 補助率 50 ％ 34,200 補助率 50 ％ 43,500
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 172,500 充当率 100 ％ 61,900 充当率 100 ％ 34,000 充当率 100 ％ 43,300

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 42,600 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 71,400 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 130,800 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 90,700
換算人数(人) 0.9 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 7,920 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 261,320 202,780 206,480 184,980
(11)単位費用

1,075.39千円／m 1,108.09千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若松地区の沼側の区域は、地盤が低く排水路の放流先となる手賀沼との水位差が少ないために、自然流下することが困難 ○①事前確認での想定どおり
になり大雨の度に頻繁に浸水被害が発生している。排水ポンプは完成したが、若松地区の５年確率降雨に対応するバイパ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ス管の整備も必要不可欠であり、建設することで浸水被害が大幅に減少すると推測される。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 住民側の代表として、若松地区水害対策委員との協議の場を ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 持つ。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
14 27 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 202,780 58,540
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

22.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 6.41

% 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 750 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 若松第１～第５排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３３年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 202,780 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 1,120,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施



水施設の維持補修工事を行う事で、十分な機能を発揮
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 できるように維持する。
展開方向

排水施設の機能を維持するため、老朽化した排水施設や破損した排水施設の維持補修の工事を行う。（市内 排水路、管渠等の維持補修工事。（４月～３月）
全域・随時） 中峠排水路境界確定（４月～８月）

当該年度 中峠排水路改修工事（９月～３月）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

維持補修工事の箇所数。 想定値 35当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 維持補修工事を行うことにより、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 0 35

   ３年後 維持補修工事を行うことにより、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 0 35

   最終(概ね５年後) 維持補修工事を行うことにより、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 0 35

雨水排水施設が多いために十分な調査が出来ないところがあり、苦情等が出てから対応することもある。
(7)事業実施上の課題と対応 施設の劣化に伴い維持補修費が年々増加する傾向にあり、困難度を増している。その対応には、計画的な修繕が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水施設維持工事費 31,000 排水施設維持工事費 34,500 排水施設維持工事費 34,500 排水施設維持工事費 34,500
排水施設維持管理負担金工事 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000

＊ 新木排水路整備工事　鑑定費 313 ＊ 中峠幹線改修工事（１工区） 75,000 ＊ 中峠幹線改修工事（２工区） 68,000 ＊ 中峠幹線改修工事（３工区） 68,000
＊ 新木排水路整備工事　用地買収費 4,430 ＊ （L=100m）（起債対象） ＊ （L=90m）（起債対象） ＊ (L=91ｍ)（起債対象）
＊ 新木排水路整備工事　補償費 44 ＊ 中峠幹線改修工事に伴う境界確定測量 1,100 ＊ 中峠幹線改修工事　支障物移設 2,000 ＊ 雨水ポンプ施設長寿命化計画策定業務 12,000
＊ 新木排水路整備工事　不動産嘱託委託 240 ＊ 雨水ポンプ施設設備点検診断業務 18,000 ＊ （金谷排水機場）（柏市負担金あり）
＊ 布佐暫定ポンプ場施設撤去工事 8,500 ＊ （金谷排水機場）

実施内容 ＊ 中峠幹線境界確定測量（繰越） 476
＊ 我孫子４丁目水路　用地買収費（９月補 4,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ 我孫子４丁目水路　補償費（９月補正） 500

＊ 我孫子４丁目水路　不動産鑑定及び登記 1,125

予算(済)額 合　　計 53,628 合　　計 113,600 合　　計 125,500 合　　計 117,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 56,200 充当率 75 ％ 51,000 充当率 75 ％ 51,000

(9)財源内訳
一般財源 53,628 57,400 74,500 64,076

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 2,424
換算人数(人) 0.5 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,400 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 58,028 118,440 130,340 122,340
(11)単位費用

2,072.43千円／箇所 3,384千円／箇所
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路や宅地内に降った雨を河川に円滑に排除するために、排水施設の調査及び補修工事を行うことが必要。 ○①事前確認での想定どおり
また、金谷排水機場などの重要な雨水施設が築造から２０年以上経過し、施設の劣化が顕著になってきたため、予防保全 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の観点と修繕費の平準化に配慮した修繕計画を策定する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 35 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 118,440 △60,412
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△104.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.96

箇所 1000万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 760 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 排水施設維持補修工事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 118,440 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 118,440 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 道路や宅地内に降った雨を円滑に排除するために、排



路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 我孫子４丁目地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

当該地区は、ＪＲ常磐線我孫子駅と国道6号の間に位置し、すり鉢状の地形となっているため、台風や突発 ・支障物移設工事（東電）（H29.5～H29.6）
的な集中豪雨時には、内水が円滑に排除されず、床上浸水が頻繁に発生している浸水常襲地区である。 ・調整池上部工事（H29.7～H29.12）
浸水被害対策は、下水道浸水被害総合計画の中で、総合的な公助・自助対策として市が調整池築造等を行い 当該年度 ・残地の売却（H30.1～H30.3）
、住民が土のう作り訓練等を行うとした。このことから当該地区の調整池築造や土のう作り訓練等を行い治 執行計画

(3)事業内容 内　　容 水安全度の向上を図るものである。

調整池上部工事の完了 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 調整池上部工事を完了させる。 直接 工事の進捗率 % 0 100

   ３年後 事業を実施することで我孫子駅北口の浸水被害を軽減させる。 直接 工事の進捗率 % 0 100

   最終(概ね５年後) 事業を実施することで我孫子駅北口の浸水被害を軽減させる。 直接 工事の進捗率 % 0 100

関東幹線の整備（5年確率降雨対応）が完了している為、交付金等の特財を確保するためには、下水道浸水被害軽減総合計画を
(7)事業実施上の課題と対応 策定し、調整池を都市施設として位置付けることや公共下水道事業計画の変更が必要である。また、当該地区の浸水被害対策は 代替案検討 ○有 ●無

、総合的な公助・自助対策であるため住民の協力が不可欠である。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 調整池場内及び道路整備工事 20,000 ＊ 調整池上部工事 25,000 ＊ 家屋事後調査 2,600
＊ 道路・場内整備実施設計 3,780 ＊ 支障物移転補償（東電） 2,000 ＊ 家屋補償費算定 1,300
＊ 支障物復旧工事（汚水・水道） 2,400 不動産鑑定手数料（一般会計） 44 ＊ 家屋補償費 2,700
＊ 給水手数料 8 登記手数料（一般会計） 260
＊ 給水申込納付金 260 残地の売却（一般会計）歳入15,510千円
＊ 井戸事後調査 1,300
＊ 井戸補償費算定 2,300

実施内容 ＊ 井戸補償費 1,000
＊ 調整池築造工事（繰越） 263,700

(8)施行事項
費　　用 ＊ 付帯工事（繰越） 9,856

＊ 支障物移設工事（水道・汚水）（繰越） 5,400
＊ 支障物移転補償（ガス・東電）（繰越） 19,800
＊ 家屋事前調査（井戸）（繰越） 2,052

予算(済)額 合　　計 331,856 合　　計 27,304 合　　計 6,600 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 96,000 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 167,500 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 304 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 68,356 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 27,000 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 6,600 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.85 0.7 0.7 0
正職員人件費 7,480 6,160 6,160 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 339,336 33,464 12,760 0
(11)単位費用

339,336千円／件 33,464千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、ＪＲ常磐線我孫子駅と国道6号の間に位置し、すり鉢状の地形となっているため、台風や突発的な集中豪雨 ○①事前確認での想定どおり
時には、内水が円滑に排除されず、床上浸水が頻繁に発生している浸水常襲地区である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 浸水被害対策は、下水道浸水被害総合計画の中で、市が調整池築造等を行い、住民が土のう作り訓練を行う等、総合的な ○要
   背景は？(事業の必要性) 公助・自助対策としたことから調整池築造や土のう作り訓練等を行い治水安全度の向上を図るものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 下水道浸水被害総合計画の策定にあたり、孫子4丁目水害対 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 策協議会との協議を行った。また、調整池上部の有効利用に ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り あたり協議を行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 33,464 305,872
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

残地の売却により財源を確保する

90.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 29.88

% 1000万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 764 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 関東排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 関東排水区の整備（我孫子駅北口浸水対策事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 33,464 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 780,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水



どの雨水排水施設や、調整池などの 久寺家１、２丁目地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

我孫子市域、柏市域が混在する久寺家流域(158ha)の中流部に位置する久寺家１丁目地区は、局部的にすり H29.6～H29.8：道路復旧工事
鉢状の地形をしていることから、自然流下による排水が不可能となっており、常襲的に浸水被害を引き起こ H29.8～H29.9：家屋事後調査
している。 当該年度 H29.9～H29.10；補償費算定業務　   
現在、暫定的に設置した強制排水ポンプ施設により若干の被害減少傾向は見られるが、近年のゲリラ的な集 執行計画 H29.10～H29.12:補償交渉

(3)事業内容 内　　容 中豪雨時には、相変わらず被害が発生しているのが現状である。
このため、雨水排水施設の整備を行い、常襲的な浸水被害発生を軽減させる。

雨水管関連工事の完了 想定値 1当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 雨水管布設工事の関連業務を完了させる。 直接 舗装復旧工事及び家屋保証業務の完了 ％ 0 100

   ３年後 事業を実施することで久寺家第１排水区の浸水被害を軽減させる。 直接 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) 事業を実施することで久寺家第１排水区の浸水被害を軽減させる。 － 0 0

①仮復旧状態の舗装を本復旧に打ち替え
(7)事業実施上の課題と対応 ②3工区の影響について家屋調査を行い、影響が出ている場合は補償を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 側溝布設替工事④ 10,000 ＊ 道路復旧工事④ 16,000
＊ 支障物復旧工事（汚水・水道）④ 13,800 ＊ 家屋事後調査④ 1,300
＊ 支障物移設補償費（ガス） 8,000 ＊ 家屋補償費算定④ 1,300
＊ 雨水管布設工事④（繰越） 65,596 ＊ 家屋補償費④ 1,500
＊ 附帯工事④（繰越） 15,256

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 112,652 合　　計 20,100 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 19,500 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 46,000 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 ■その他 47,152 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 20,100 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.4 0 0
正職員人件費 6,160 3,520 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 118,812 23,620 0 0
(11)単位費用

118,812千円／箇所 23,620千円／箇所
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

久寺家１丁目地区は、局部的にすり鉢状の地形をしているため、常襲的に道路冠水や宅地内浸水が発生している。 ○①事前確認での想定どおり
特に近年のゲリラ的な集中豪雨時には、床上浸水や床下浸水も発生しており、平成２０年８月３０日の豪雨（104.5mm/h ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ）では、家屋への浸水被害が床上・床下合わせて、我孫子市域で２４件、柏市域で３７件も発生した。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 以上のことから、排水施設整備を計画的に進め、浸水被害の軽減を図り、治水安全度を向上させる必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,620 95,192
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

80.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 42.34

％ 1000万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1541 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 久寺家第１排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 久寺家第１排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成２９年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,620 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 600,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場な



施設や、調整池などの 天王台６丁目の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

天王台６丁目は、局部的にすり鉢状の地形をしており、且つ下流側のＪＲ成田線の横断管の排水能力が小さ H28.9～H29.5：公園内暫定浸透貯留施設の築造（継続費28年～29年）
いため、大雨時には雨水排水が集中し、常襲的に浸水被害を引き起こしている。 H28.9～H29.5：公園内暫定浸透貯留施設の築造（付帯工事）（継続費28年～29年）
このため、雨水排水施設の整備を行い、水害の軽減を図る。 当該年度 H29.4～H29.6：水道管移設実施設計

執行計画 H29.7～H29.10：支障物移設工事
(3)事業内容 内　　容

公園内暫定浸透貯留施設の築造容量(２箇年事業の２年目分) 想定値 600当該年度
単位 ㎥

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 公園内に暫定浸透貯留施設を築造する。 直接 公園内暫定浸透貯留施設築造の進捗率 ％ 60 100

   ３年後 公園内暫定浸透貯留施設築造、雨水管を布設し水害の軽減を図る。 直接 雨水管布設工事の進捗率 ％ 25 100

   最終(概ね５年後) 事業を実施することで天王台６丁目地区の浸水被害を軽減させる。 － 0 0

公園内暫定浸透貯留施設を設置するが、雨水管の布設を完了させないと事業の効果を発現できないことから早期に雨水管の布設
(7)事業実施上の課題と対応 を完了させることが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 公園内暫定浸透貯留施設築造工事（２箇 28,000 ＊ 公園内暫定浸透貯留施設築造工事 42,000 ＊ 雨水管布設工事 108,000 ＊ 雨水管布設工事 162,000
＊ 付帯工事（２箇年事業の１年目） 2,800 ＊ （継続費２８年～２９年） ＊ （継続費３０年～３１年） ＊ （継続費３０年～３１年）

＊ 付帯工事（継続費２８年～２９年） 4,200 ＊ （下水道特会）（補助対象） ＊ （下水道特会）（補助対象）
＊ 支障物移設工事（水道・汚水） 6,000 ＊ 付帯工事（下水道特会） 10,800 ＊ 付帯工事（下水道特会） 16,200
＊ （下水道特会） ＊ 家屋事前調査（下水道特会） 1,600
＊ 支障物件移設補償費（ガス・東電） 4,000 ＊ 設計単価特別調査（下水道特会） 2,000
＊ （下水道特会） ＊ 住民説明会（下水道特会）

実施内容 ＊ 水道管移設実施設計（下水道特会） 4,000
＊ 住民説明会（下水道特会）

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 30,800 合　　計 60,200 合　　計 122,400 合　　計 178,200
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 54,000 補助率 50 ％ 81,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 100 ％ 53,900 充当率 100 ％ 80,900

(9)財源内訳
一般財源 30,800 46,200 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 14,000 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 14,500 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 16,300
換算人数(人) 0.95 0.9 1.05 0
正職員人件費 8,360 7,920 9,240 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 39,160 68,120 131,640 178,200
(11)単位費用

97.9千円／㎥ 113.53千円／㎥
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

天王台６丁目は、局部的にすり鉢状の地形をしており、且つ下流側のＪＲ成田線の横断管の排水能力が小さいため、大雨 ○①事前確認での想定どおり
時には雨水排水が集中し、常襲的に浸水被害を引き起こしている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このことから、早急に排水施設を整備することで浸水被害を解消し、治水安全度を向上させる必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 68,120 △28,960
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△73.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 58.72

％ 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1781 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 天王台地区の整備(天王台6丁目地区浸水対策事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３２年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 68,120 千円 (うち人件費 7,920 千円）⑦事業費
総事業費 650,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水



水排水施設や、調整池などの 柴崎地区の浸水被害を軽減させる
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

現在の柴崎排水区の内水排除対策は、堤外に排水する暫定ポンプや暫定調整池で対応しているが、下流部は 樋管築造工事（継続費２８年～３０年）（国交省）(H29.1～H31.3)
、高台に囲まれた地形であり、北新田堤外排水路、後田樋管や市街地の幹線排水路の排水能力不足に起因し
、浸水被害が常襲的に頻発にしている。抜本的な内水排除対策は、最下流となる北新田堤外排水路改修、後 当該年度
田樋管築造や幹線整備としている。このことから、最下流になる北新田堤外排水路改修とあわせ後田樋管を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 築造する。

樋管工事の進捗率（３箇年事業の２年目分） 想定値 45当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 樋管工事の進捗率（国土交通省への業務委託） 直接 樋管築造工事の進捗率 ％ 0 75

   ３年後 樋管を完成させる。（国土交通省への業務委託） 直接 樋管築造工事の進捗率 % 0 100

   最終(概ね５年後) 樋管を完成させる。 直接 樋管築造工事の進捗率 % 0 100

樋管築造は、国河川事業と一体となった事業展開が必要であり、国が行う周囲堤改修と合せ国への委託工事としたため、多種多
(7)事業実施上の課題と対応 様な関係機関（国・県・改良区等）との協議や実施方針の確立が不可欠である。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 樋管工事（国交省への業務委託） 104,400 ＊ 樋管工事負担金（国交省施工協定） 174,000 ＊ 樋管工事負担金（国交省施工協定） 115,700
（３ヶ年の１年目） （継続費２８年～３０年）（補助対象） （継続費２８年～３０年）（補助対象）

＊ 雨水幹線実施設計（樋管接続部）（繰越 8,856
＊ 用地測量（樋管部）（繰越） 2,052
＊ 用地買収（樋管部）（繰越） 2,300
＊ 嘱託登記（繰越） 536

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 118,144 合　　計 174,000 合　　計 115,700 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 40,000 補助率 50 ％ 87,000 補助率 50 ％ 27,800 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 64,200 充当率 100 ％ 86,800 充当率 100 ％ 27,800 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 13,944 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 200 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 60,100 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.95 0.75 0.95 0
正職員人件費 8,360 6,600 8,360 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 126,504 180,600 124,060 0
(11)単位費用

486,553.85千円／箇所 4,013.33千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在の柴崎排水区の内水排除対策は、堤外に排水する暫定ポンプや暫定調整池で対応しているが、下流部は、高台に囲ま ○①事前確認での想定どおり
れた地形であり、北新田堤外排水路、後田樋管や市街地の幹線排水路の排水能力不足に起因し、浸水被害が常襲的に頻発 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ にしている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 抜本的な内水排除対策は、最下流となる北新田堤外排水路改修、後田樋管築造や幹線整備としている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

このことから、最下流になる北新田堤外排水路改修とあわせ後田樋管を築造する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 75 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 180,600 △54,096
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△42.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 41.53

％ 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1872 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 柴崎排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 柴崎排水区の整備（後田樋管整備事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 180,600 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 480,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨



整池などの 市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 などの雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。
展開方向

柴崎排水区の下流部では、周辺を高台に囲まれて地形であることから雨水幹線の排水能力不足に起因し、浸 雨水幹線工事（１工区(接続部)）（H29.12～H30.10）（継続費２９年～３０年）
水被害が常習的に頻発している。このことから、雨水幹線の排水能力向上を目的とし、既存の雨水管を回収
する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

雨水幹線工事（１工区(接続部)）の進捗（２カ年事業の１年目） 想定値 10当該年度
（25.7m×40%） 単位 m

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 雨水幹線（１工区）及び接続工事を実施する。（２ヵ年事業） 直接 柴崎幹線工事の進捗率 % 0 4

   ３年後 雨水幹線（２工区）工事を完了させる。 直接 雨水幹線工事の進捗率 % 0 20

   最終(概ね５年後) 雨水幹線（３工区）工事をを完了させる。 直接 雨水幹線工事の進捗率 % 0 30

工事箇所が我孫子市道のほか、国道・県道・ＪＲ横断を伴うため関連機関との綿密な調整が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 実施設計（２工区） 21,000 ＊ 雨水管布設工事（１工区） 60,000 ＊ 雨水管布設工事（１工区） 90,000 ＊ 雨水管布設工事（２工区） 300,000
＊ JR近接施工概略検討及び地質調査 7,000 ＊ （継続費２９年～３０年） ＊ （継続費２９年～３０年） ＊ （補助対象）
＊ 鉄道敷地内測量調査負担金（9月補正増 6,722 ＊ （補助対象） ＊ （補助対象） ＊ 付帯工事（２工区） 30,000

＊ 支障物移設工事（２工区） 3,000 ＊ 付帯工事（１工区） 25,000 ＊ 支障物移設工事（３工区） 10,000
＊ 特別調査 600 ＊ 実施設計（４工区）（補助対象） 20,000

＊ ＪＲ実施設計負担金（補助対象） 30,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 34,722 合　　計 63,600 合　　計 115,000 合　　計 390,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 6,000 補助率 50 ％ 30,000 補助率 50 ％ 45,000 補助率 50 ％ 175,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 14,900 充当率 100 ％ 29,900 充当率 100 ％ 44,900 充当率 100 ％ 174,700

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 13,822 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 3,700 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 25,100 ■特会 □受益 □債務 □基金 □その他 40,300
換算人数(人) 0.9 1 1 1
正職員人件費 7,920 8,800 8,800 8,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 42,642 72,400 123,800 398,800
(11)単位費用

42,642千円／件 7,240千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの雨水流 ○①事前確認での想定どおり
出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 4 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 72,400 △29,758
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△69.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.52

% 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2162 課コード 0604 会計種別 公共下水道事業特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 柴崎排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 柴崎排水区の整備（柴崎幹線整備事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２４年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 72,400 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 3,840,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調



計画的な改築・更新・維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

下水道事業公営企業会計への移行に伴い、下水道台帳管理システム・固定資産台帳システムが導入されるこ 雨水排水施設調査（天王台地区）（８月～３月）
とから、雨水排水施設についても市内の既存施設の調査を行い、雨水排水施設台帳システムを構築すること
により計画的な改築・更新・維持管理を行います。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

雨水排水施設の調査の進捗率 想定値 37当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 天王台地区の雨水排水施設の調査を完了させる 直接 雨水排水施設の調査の進捗率 % 0 37

   ３年後 布佐地区までの雨水排水施設の調査を完了させる 直接 雨水排水施設の調査の進捗率 % 0 100

   最終(概ね５年後) 市全域の雨水排水施設の調査を完了させ、雨水排水施設台帳を完成させる 直接 雨水排水施設の調査の進捗率 % 0 100

台帳システム導入のためには既存雨水排水施設及び法定外公共物の把握が必要不可欠であるが、市内全域の調査は複数年に渡り
(7)事業実施上の課題と対応 調査を行う必要がある。そのため、台帳システム構築と並行して調査を行い、順次台帳システムに反映させていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雨水台帳基本設計 700 ＊ 雨水排水施設調査（天王台地区） 13,800 ＊ 台帳システム導入 28,000 ＊ 雨水排水施設調査（布佐地区） 18,000
＊ 雨水排水施設調査（我孫子地区） 17,300 ＊ 雨水排水施設調査（湖北・新木地区） 25,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 18,000 合　　計 13,800 合　　計 53,000 合　　計 18,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18,000 13,800 53,000 18,000

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.8 0.7 0
正職員人件費 5,720 7,040 6,160 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 23,720 20,840 59,160 18,000
(11)単位費用

1,694.29千円／% 563.24千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道事業公営企業会計への移行に伴い、雨水排水施設台帳のシステム化を併せて行うことにより、より安価にシステム ○①事前確認での想定どおり
化を行うことができる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 37 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,840 2,880
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

12.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 17.75

% 1000万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2164 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 雨水排水施設台帳の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,840 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 160,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 雨水排水施設台帳のシステム化を行い、


